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◆事 業 の 概 要 

項目 内容 

①開始時期 平成 26 年 4月 

②実施体制 明石市政策部市民相談室市民相談係 

③スタッフ 市民相談係職員（弁護士、社会福祉士、臨床心理士を含む。） 

こども養育専門相談については、公益社団法人家庭問題情報センター（FPIC）

に委託 

④事業内容 ① 相談体制の充実化 

② 参考書式（合意書・養育プラン・作成の手引き）の配布 

③ 関係機関との連携 

④ 「こどもと親の交流ノート（養育手帳）」の配布 

⑤ パンフレット「親の離婚とこどもの気持ち」の配布 

⑥ 親子交流サポート事業の開始 

⑦ 講座「離婚後の子育てとこどもの気持ち」の試行実施 

⑤事業実績（Ｈ26 年度） こども養育専門相談：26 件 

講座「離婚後の子育てとこどもの気持ち」：参加者 25名 

⑥事業費（Ｈ26 年度） 385,000 円 

委託料、報償費、消耗品費、旅費 

 
◆事業経緯 

 

明石市では、「こども」を市政運営の特に重要

なキーワードとして位置づけ、「こどもを核とし

たまちづくり」に積極的に取り組んでいる。まち

の未来でもある「こども」が健やかに成長できる

ようにするため、「こども」の健全育成に大きな

影響を及ぼす離婚時や別居時における「こども」

の養育について支援を実施している。 

事業経緯としては、平成 24 年４月の改正民法

の施行に伴って、平成 25 年度から庁内での検討

を開始し、平成 26 年２月には第１回「明石市こ

ども養育支援ネットワーク連絡会議」を開催した。

そして、平成 26 年４月から、①相談体制の充実

化、②参考書式の配布、③関係機関との連携の３

つを柱とした「こども養育支援事業」を開始した。 

また、平成 26 年 10 月からは、 ④「こどもと

親の交流ノート（養育手帳）」の配布、⑤パンフ

レット「親の離婚とこどもの気持ち」の配布、⑥

親子交流サポート事業の開始といった支援策を追

加し、平成 27 年 1 月には ⑦講座「離婚後の子

育てとこどもの気持ち」を試行的に実施した。 

 

◆支援対象者 

 

支援対象者は、親が離婚又は別居しているこど

もと未成年の子がいて離婚を考えている又は離婚

をした親である。 

 

◆事業体制 

 

政策部市民相談室市民相談係が主体であり、弁

護士、社会福祉士、臨床心理士の各資格を持つ市

◆事業名  ：こども養育支援事業 
◆兵庫県明石市（政策部市民相談室） 
◆キーワード：『こども養育支援ネットワーク』 
◆事業ポイント 

○庁内及び関係機関を含めた「こども養育支援ネットワーク」が構築されている。 
○各種相談体制を整備し、ワンストップサービスを提供している。 
○参考書式・パンフレット等の配布により、養育費や面会交流の取り決めを促している。 
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職員が配置されている。 

こども養育専門相談は、公益社団法人家庭問題

情報センター（以下「FPIC」）に委託している。 

 

◆事業内容 

 

① 相談体制の充実化 

・弁護士による法律相談 

離婚に関する相談だけでなく、法律問題全般の

相談を受け付ける。兵庫県弁護士会から派遣され

た弁護士に加え、弁護士資格を持つ市職員が市役

所のほか市内３か所にある市民センターで相談を

担当している。 

・専門職総合相談 

弁護士、社会福祉士、臨床心理士の各資格を持

つ市職員による総合相談を受け付ける。病気等の

理由で外出が困難な市民に対しては、専門職職員

が市民の自宅等を訪問して、総合的な相談援助を

実施している。 

・こども養育専門相談 

市が FPIC に委託しており、FPIC 大阪ファミリ

ー相談室から派遣された、家庭裁判所調査官を経

験した相談員が担当する。月１回３件までで、養

育費や面会交流等のこども養育に特化した専門相

談を実施している。 

・法テラス窓口の設置 

日本司法支援センター（以下「法テラス」）の

案内窓口を市役所内に設置している。 

 

② 参考書式の配布 

養育費や面会交流について取り決めを促すため、

「こどもの養育に関する合意書」、「こども養育

プラン」及び「合意書・養育プラン作成の手引き」

を作成、配布している。「こどもの養育に関する

合意書」には、養育費に関して、養育費の額、支

払期限、支払期間、支払方法等の項目が、面会交

流に関して、交流の頻度と方法、場所、父母の連

絡方法の項目が設けられている。 
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③ 関係機関との連携 

離婚や別居に伴う養育支援のあり方などに関す

る関係機関との意見交換及び情報共有を行うため、

定期的に「明石市こども養育支援ネットワーク連

絡会議」を開催している。この会議での提案をも

とに、こども養育支援事業の施策を展開している。 

 

④ 「こどもと親の交流ノート（養育手帳）」の

配布 

離婚や別居後におけるこどもの情報を父母間で

共有し、こどもの養育に役立てるため、こどもの

日常生活や面会交流の内容について記録するため

の冊子（養育手帳）を希望者に配布している。 

 

⑤ パンフレット「親の離婚とこどもの気持ち」

の配布 

親が離婚する場合におけるこどもの気持ちを父

母に伝え、こどもへの配慮を促すため、パンフレ

ットを作成し、参考書式等とともに離婚届に挟ん

で配布している。親へのアドバイスや年代別のこ

どもの気持ちと対応の仕方が提示されており、ま

た、母子・父子家庭への支援策の紹介として医療

費の助成、各種手当や相談窓口等が記載されてい

る。 

 

⑥ 親子交流サポート事業の開始 

離婚や別居後に離れて暮らす親子間の交流を深

めるための場所として、市立天文科学館を無料で

利用してもらう。プラネタリウムのファミリーシ

ートやイベントの優先予約もすることができる。

市内に居住する中学生以下のこどもとの面会交流

が対象となる。 

 

⑦ 講座「離婚後の子育てとこどもの気持ち」の

試行実施 

平成 27 年１月 25 日に、未成年のこどもがい

て離婚を考えている又は離婚をした父母を対象に、

離婚後の子育てに関する講座を試行的に実施した。 

３部構成で、第１部は、市職員が養育費と面会

交流や児童扶養手当などのこどもを支える行政サ

ービスについて説明した。第２部は、離婚時にこ

どもが心配しやすいことやそれへの対応のしかた

を学ぶため、こどもの気持ちを考えるワークショ

ップ（FAIT プログラム）を行った。このプログ

ラムは心理学を専門とする大学教授や臨床心理士

らのグループが実施した。第３部は個別相談会で、

弁護士職員と臨床心理士が相談に応じた。 

 

◆関係機関との連携 

 

左記のとおり、「明石市こども養育支援ネット

ワーク連絡会議」を開催している。参加者は市の

関係部署、法テラス兵庫地方事務所、FPIC 大阪

ファミリー相談室、兵庫県弁護士会、兵庫県臨床

心理士会、兵庫県社会福祉士会、明石公証役場、

弁護士、大学教員である。また、神戸家庭裁判所

がオブザーバーとして参加している。 

 

◆事業実績 
 

平成 26 年度における離婚に関する法律相談は

1４８件、こども養育専門相談は 26 件である。

法テラス窓口への相談件数は９00 件以上で、う

ち離婚関連は 1８０件以上である。 

「明石市こども養育支援ネットワーク連絡会議」

は、平成 26 年２月、５月、８月に開催している。 

講座「離婚後の子育てとこどもの気持ち」には、

定員 20 名を超える応募があり、25 名が参加し

た。 

 

◆周知活動 
 

こども養育支援事業については、市の広報紙で

特集を組んで紹介したり、自治会回覧で周知した

りするなどしている。参考書式やパンフレット等

の配布物は、すべて市のホームページで公開して

おり、自由に利用することができる。 

 

◆事業予算 

 

平成 26 年度の予算は、３８５，０００円であ

る。およそ半分はこども養育専門相談に関する

FPIC への委託料である。 

 

◆事業の効果 

 

参考書式やパンフレットは、未成年のこどもの

有無にかかわらず、離婚届に挟んで全員に配布し

ている。市に提出するものではないため、利用状

況を具体的に把握することは難しいが、市民から

の問い合わせ時や、弁護士による法律相談の際に

も説明に利用してもらうなどしており、一定の利

用数はあるものと考える。また、FPIC 相談員か

らは「使いやすい」と評価されている。 

講座「離婚後の子育てとこどもの気持ち」では、

参加者から「こどもへの対応を考えるいい機会と
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なった」などの感想があり、おおむね好評であっ

た。 

他の自治体や各種団体から、こども養育支援事

業について、数多く視察や問い合わせを受けてい

る。九州のある自治体や中部のある自治体では、

明石市の参考書式を再配布しており、また、関東

のある自治体では、明石市の参考書式をもとに作

成した書式を配布することを検討している。 

 

◆今後の目標 

 

今後も「明石市こども養育支援ネットワーク連

絡会議」において必要な支援策を検討し、実施し

ていく予定である。平成 27 年度には、親の離婚

や別居を経験したこどもたちが体験を話し合うこ

とができる「こどもふれあいキャンプ」を実施す

る予定である。 

 

 


